
様式第 1号 (第4 条関係)

法定外公共物使用許可申請書
年 月 日

松山市長

(法人にあっては, 主たる事務所の所在地)

住 所
松山市0 0 町0 丁目0 一0
(法人にあっては, その名称及び代表者の氏名)

申請者 フリガナ マッ･ヤマ タロゥ
氏 名 松山 太郎

⑬連絡先 (0 8 9 ) 9 4 8 一 6 2 5 3
申請代理人 松山 土地家屋調査士

9 4 8 一 6 2 5 9 ′
水路又は里道の

使用場所 松山市二番町四丁目 7番地 2 (南側) 地先 水路 区別を記入

使用目的 通路橋 通路橋の場合は必ず面積
を記入

･ … - ※管を通す場合は長さ。
長さ 4 . 0 0 窺 幅 1 . 0 0 窺 面積 4 . 0 0 讃

T T T

外径を記入
使用数量

施設又は工
作物の構造

工事実施の方法
平成 2 4 年度内に申請した

年 月 許可 日 から
ものは、最長平成2 7 年 8 月

平成 2 7 年 3 月 3 1 日 まで ,
8 1 日までの許可使用期間

年 月 許す可 日 から
分かる麓圏で、工事平成 2 4 年 5 月 3 0 日 まで (内 1週間)工事の期間

の期麗の記入

使用料

添付書類
(1) 事業計画書 く簡易な工作物に係るものを除く。)

(2) 位置図, 平面図 (許可を受けようとする区域及びその周囲約 1 0 0 メートル以内の地形,
地目等を表示したもの), 測量図 (許可を受けようとする区域の面積を算出した方法及び計

算表を記入したもの) 及び断面図 (簡易な工作物に係るものを除く。)

(3) 工作物を設置するときは, その設計書及び構造図

(4) 利害関係者があるときは, その同意書

(5) 現況写真

(6) 法務局公図の写し又は地籍図等の写し

(7) その他市長が必要と認める書類



使 用 方 法 説 明 書

申請地 (二番町四丁目 7番地珍 の土地において、費溌人所

有の住宅を建設予定しており、 申請地南側地先には水路にて

分断されています。

そこで、 コンクリート床板橋を設置することにより、 道路

橋として、 接道を確保する必要があるために、 申請するもの

です。

平成 年 月 日

松山市長

申 請 人

住 所 松山市 0 0 町o i司 り 0

氏 名 松飾 太郎



様式第 1号 (第4 条関係)

法定外公共物使用許可申請書
･ . 年 月 日

松山市長

(法人にあっては, 主たる事務所の所在地)

住 所

(法人にあっては, その名称及び代表者の氏名)

申請者 フリガナ
氏 名

EP
連絡先 ( )

使用場所 松山市

使用目的 ･

使用数量

施設又は工
作物の構造 ,

工事実施の方法

使用期間 年 月 日 から
年 月 日 まで

工事の期間 年 月 日 から
年 月 日 まで

使用料
･

添付書類
(1) 事業計画書 (簡易な工作物に係るものを除く。)

(2) 位置図, 平面図 (許可を受けようとする区域及びその周囲約 1 0 0 メートル以内の地形,
地目等を表示したもの), 測量図 (許可を受けようとする区域の面積を算出した方法及び計

算表を記入したもの) 及び断面図 (簡易な工作物に係るものを除く。)

(3) 工作物を設置するときは, その設計書及び構造図

(4) 利害関係者があるときは, その同意書

(5) 現況写真

(6) 法務局公図の写し又は地籍図等の写し

(7) その他市長が必要と認める書類



使用 方 法 説 明 書

平成 年 月 日

松山市長

申 請 人

住 所

氏 名 印



承 諾 書

平成 年 月 日

申 請 人

土地改良区理事長
水 利 組 合 長
総 代又 は 区長

下記により水路上を使用することについては、水利上何等支障がないので承諾しま
す。

1 申 請 地

2 水路及び農道の現況幅

3 工作物の名称

水路内法寸法 床 板 寸 法

上 幅 厚 さ
下 幅 幅
高 さ 長 さ

4 水路及び農道の台帳幅

間 合


